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【要旨】 

  本研究は、強震時の変形性能を考慮した河川構造物の耐震補強技術の開発を目的として実施するものである。

これまでに、基礎地盤の液状化に伴って大きな地震被害を生じてきた河川堤防においては、従来よりのり尻部に

おいて基礎地盤の側方変形を抑制するための対策が実施されてきた。レベル２地震動に対しても河川構造物に一

定の耐震性能を確保することが求められる今日にあっては、対策工の設計にあたり、堤防および対策工に生じる

一定の変形を許容することが合理的である。そこで、平成21年度は、堤防のり尻部に適用する液状化対策工法と

して、締固め工法、固結工法、ドレーン工法、鋼材を用いた工法のそれぞれについて、動的遠心模型実験や室内

土質試験等に基づき、レベル２地震動に対する設計法について検討を行った。また、これらの検討結果に基づき、

堤防の液状化対策工法設計マニュアルの原案をとりまとめた。 

 

 

キーワード：河川堤防、レベル２地震動、液状化対策、静的照査法、動的遠心模型実験   

 

 

１．はじめに  

2007年3月に河川構造物の耐震性能照査指針（案）・

同解説１）（以下、指針という）が策定され、河川構造物

についてレベル２地震動に対しても、所要の耐震性能を

満足することが求められるようになった。 

河川堤防については、レベル２地震動に対し、地震後

の越流による二次災害を防止する機能を保持するという

耐震性能を有することを照査すべきことが規定されてい

る。このため、地震により沈下した堤防天端の高さを地

盤変形解析により算出するとともに、地震発生から応急

復旧完了までの間に想定される河川の水位を算出し、両

者を比較する事で堤防の耐震性能の照査がなされる。照

査の結果、耐震性能が満足されない河川堤防については、

順次、耐震対策について検討がなされることとなる。 

堤防は、既往の地震により大規模な被害を受けてきた

が、その主たる原因は基礎地盤の液状化によるものであ

った。このため、既設堤防の耐震性能照査や耐震対策は、

主として基礎地盤の液状化に着目される。兵庫県南部地

震以前より、土木研究所では堤防の液状化対策に関する

研究が民間と共同で精力的に進められ、平成 9 年に設

計・施工のためのマニュアル 2)が策定されるとともに、

耐震対策事業の実施にあたって参照されてきた。しかし、

そこで想定されていた地震動は今日でいうところのレベ

ル１地震動に相当するものであり、レベル２地震動に対

する堤防の液状化対策工法の設計法が求められている。

そこで本年度は、レベル２地震動に対する河川堤防の液

状化対策工法の設計法に関する検討を行ったので報告す

る。堤防が延長の長い線状構造物であることや、広く実

務に供されることを想定し、主として静的照査法例えば３）

に基づいて設計が行われることを念頭に置いている。 

 

２．レベル２地震動に対する河川堤防の液状化対策工法

の設計法  

２．１  はじめに 

前述のとおり、既往の地震による堤防の大規模な被害

は、主として基礎地盤の液状化によるものであった。液

状化により堤体直下の基礎地盤が軟化すると、堤防の自

重により水平方向の伸張を伴って鉛直方向に圧縮するこ

とで、堤防天端に沈下が生じる。このため、堤防の液状

化対策では、基礎地盤に生じる水平方向の伸張変形を抑

制することで、堤防天端の沈下を抑制することを意図し、

特に堤防のり尻部に対策工が設けられる。 

図-2.1.1に示すように、河川堤防の基礎地盤に対する

液状化対策として施工実績が多いものとして、セメント
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等の安定剤を用いて地盤を固結させる工法（固結工法）、

地盤の密度増大により液状化強度の増大を図る工法（締

め固め工法）、地震時に生じる過剰間隙水圧の消散を促進

する工法（ドレーン工法）、基礎地盤の側方変形を矢板等

の鋼材により抑制する工法（鋼材を用いた工法）の4種

類がある。 

図-2.1.2 に堤防の液状化対策工に関する従来の設計

法２）とレベル2地震時の設計法の概念を比較する。従来

は、①円弧すべり計算による対策後の堤防の全体安定照

査とともに、工法に応じて②対策工の滑動・転倒・支持

などの外的安定照査、③対策工に生じる応力度に関する

内的安定照査(許容応力度照査)が行われていた。また、

液状化を抑制する工法である固結工法、締固め工法およ

びドレーン工法(図－2.1.1 (b)、(c)および(d))について

は、④対策範囲内の地盤に液状化を発生させない、具体

的には、液状化に対する抵抗率 FLを 1.1 以上あるいは

過剰間隙水圧比 Ruを 0.5 以下におさめることが求めら

れていた。 

これに対し、指針に準拠して大地震時における堤防の

変形が許容される場合には、堤防の全体安定(①)と対策

工の外的安定(②)が、⑤堤防天端の沈下量照査によって

代替されることになる。また、液状化対策工法に関して

は、大地震に対して、対策領域内の地盤に液状化を全く

生じさせない方針が成立しえない場合が少なくない。し

かし、対策領域内に液状化が生じたとしてもその程度が

抑制され、これによって基礎地盤の側方変形、堤防天端

の沈下が堤防の耐震性能が満足される範囲内に抑制され

れば、本来の対策工の設置目的にかない、液状化した対

策領域の挙動を設計計算で追跡することができるならば、

①全体安定
（円弧すべり）

②外的安定
（滑動・転倒・支持）

③内的安定
（内部応力）

④液状化の防止

従来設計法

⑤沈下量照査

変位を許容

③内的安定
（内部応力）

液状化・変形を許容

レベル2地震動に
対する設計法

河川水位

 

図-2.1.2 堤防の液状化対策工設計法の概念の新旧比較

腹付け，緩勾配化，
嵩上げなど

安定材の混合
（ラップ施工）

充填材の挿入・拡径，
振動締固めなど

 

(a) 盛土工法          (b) 固結工法             (c) 締固め工法 

ドレーン材の挿入

鋼矢板，鋼管
矢板など

 

(d) ドレーン工法            (e) 鋼材を用いた工法 

図-2.1.1 堤防の液状化対策工法の例 
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対策領域内における液状化の発生を許容する設計方針が

成立しうる。 

ただし、対策工の内的安定(③)については、一定の損

傷を許容するという考え方もあるが、損傷した対策工の

地震時挙動は複雑であることが考えられ、現時点では限

界状態の設定方法やそこまでの挙動を追跡するための計

算手法も十分に整備されていないことから、基礎地盤の

側方変形抑制効果の確実性を得るための前提条件として、

満足させるべきであると考えられる。 

また、堤防の沈下量照査の方法には、大別して静的照

査法と動的照査法がある。以前、土木研究所では、堤防

の液状化対策工法の設計法に用いるための簡易な動的照

査法の開発を行ってきた４）。しかし、実務者への便や動

的照査法の適用に当たっては詳細な地盤調査が不可欠で

あること、並びに河川堤防が延長の長い線状構造物であ

ることなどに配慮し、現在のところは、液状化対策工の

設計にあたっても静的照査法を適用することを基本とし、

適用にあたっての前提条件について検討を行ってきた。 

以上の背景のもとで、各工法の設計法についての概要

を、本年度新たに実施した研究成果とともにまとめるこ

とにする。 

 

２．２  締固め工法 

2.2.1 一般 

締固め工法は、原地盤への充填材（砂、グラウト等）

の挿入・拡径や、振動打設等によって原地盤の密度を増

加させることで、対象領域の液状化強度を高める工法で

ある。河川堤防の場合、のり尻部に改良を行うことによ

って、基礎地盤の側方変形を抑制し、堤防の沈下量の低

減を図ることができる。また、改良後の地盤が液状化に

対するねばり（靭性）も有しているのが、本工法の特徴

である。 

締固め工法による改良後N値については、細粒分を含

む砂の場合も含めて評価法が提案されている例えば４）ため、

改良範囲の液状化強度についても概ね評価可能である。

したがって、改良範囲内に液状化が生じるようなケース

も含め、静的照査法によって堤防および改良域の変形量

を算定することが可能である。 

一方で、2.2.2に詳しく述べるように、締固め工法によ

る改良範囲に対しては、改良範囲外から過剰間隙水圧伝

播が伝播することが知られており、これを設計上どのよ

うに扱うかが課題であった。 

これを踏まえて、本年度は水圧伝播の影響を考慮した

繰返し三軸試験によって、水圧伝播が改良範囲の変形特

性に及ぼす影響について検討５）するとともに、締固め工

法の設計法として、2.2.3に示す手順による設計フローを

とりまとめた。 

 

2.2.2 水圧伝播に関する検討 

図-2.2.1 に示すように、締固め改良範囲の端部には、

地震により改良範囲外からの過剰間隙水圧が伝播するた

め、改良幅を設定するにあたっては、締固め領域内であ

っても過剰間隙水圧比 Ru=0.5 を超える範囲を、過剰間

隙水圧の伝播による損傷領域とみなし、改良効果を期待

しないような設計方法も提案されている６）。 

一方、締固めによって密度が高まった改良領域の変形

は、過剰間隙水圧の上昇後直ちに急増することはなく、

いわゆるサイクリックモビリティの状態にとどまるもの

と考えられる。そこで、過剰間隙水圧の伝播に伴う改良

領域の変形特性を把握するために、東北硅砂 7 号

（D50=0.163mm、FC=2.1%）を用いて締固め領域に過

剰間隙水圧が伝播した状態を模擬した繰返し三軸試験を

実施し、その変形特性を調べるとともに、大地震時の水

圧伝播に対する締め固め工法の設計法について検討を行

った。 

図-2.2.2に示すように、改良領域は未改良域からの水

圧伝播を受けて膨潤するとともに繰返しせん断を受ける。

①等方圧密応力c’ =100kN/m2を与えた後、軸応力およ

びセル圧(全応力)を一定に保ちつつ背圧を上昇させる

(A→A’)ことで水圧が伝播した状態を模擬し、その後、

改良域 改良域
繰返し偏荷重

堤防損傷領域？

間隙水
の流れ

液状化層

支持層

間隙水
の流れ

損傷領域？

図-2.2.1 締固め領域への水圧伝播のイメージ 
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図-2.2.2 水圧伝播を受ける締め固め領域内の要素

挙動の模式図 
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②非排水条件下で一定の軸差応力振幅dのもとで、せん

断応力を繰返し与える(A’→B)ことで地震時の繰返し

せん断を受ける状態を模擬した。以降、A→A’における

間隙水圧の増分とc’の比を、便宜上、初期過剰間隙水圧

比 Ru0と呼ぶ。実験ケースは、相対密度 Dr および初期

過剰間隙水圧比Ru0をパラメータとし、表-2.2.1のとお

りとした。なお、以下に示す繰返し応力比Rは、軸差応

力dの1/2を、水圧伝播後でなく圧密時の応力c’で除し

たものである。 

圧密時および水圧伝播後の供試体の体積変形特性を図

-2.2.3に示す。水圧伝播を想定したA’の時点での体積膨

張は小さく、相対密度Drの減少量にしてRu0≦0.8で1％

程度、Ru0=0.9で2％程度だった。 

繰り返しせん断中の各サイクルにおける軸ひずみ両振

幅DAと過剰間隙水圧比 Ruを図-2.2.4 に示す。Ruにつ

いては、実際には正のダイレイタンシーによる急激な低

下が繰返し生じているが、比較しやすいように、各サイ

クルにおける最大値のみを示した。全体的な傾向を見る

と、水圧伝播により、ひずみの増加が始まるタイミング

は変化するが、その後のひずみ増分には大きな影響を与

えていない。また、作用する応力振幅が大きい場合ほど、

水圧伝播の程度がひずみ振幅の推移に与える影響が小さ

くなる傾向が認められる。これは、水圧伝播を受けない

場合、すなわち本実験におけるRu0=0のケースにおいて

も、R が大きければ数回の繰返しせん断によって Ruが

ほぼ1.0に達するため、初期段階での水圧上昇の有無が

その後の挙動に影響を及ぼさなかったものと解釈される。 

上記の結果より、締固めによって密度がある程度高ま

った砂の変形特性に対しては、地震動強度が大きい場合

ほど水圧伝播の程度が影響しにくい傾向が確認された。

このため、大地震時の設計において、締固め領域の過剰

間隙水圧の上昇が許容されるのであれば、水圧伝播を受

ける領域を損傷領域として特別扱いすることの必要性は

低いものと考えられる。ただし、十分な締固めを行った

場合でも、水圧伝播のみによって Ru=0.8 以上に達する

ような端部領域では、水圧伝播時のゆるみにより変形し

やすくなる可能性がある．これに対しては、例えば図-2．

2.5のAのように、設計上の有効改良幅を小さめに定義

し、実際には一定の締固め効果が期待される改良域端部

を改良域として見込まないことで、有効改良範囲への水

圧伝播の影響を緩衝するといった対処が考えられる． 

 

2.2.3 設計フロー 

以上を踏まえてとりまとめた締固め工法の設計フロー

を図-2.2.6に示す。 

締固め工法の改良効果は、改良範囲（改良深さ、改良

幅）と改良仕様（砂杭等の杭径、打設間隔）の組み合わ

せによって定まり、改良後の増大したN値を用いて改良

範囲の液状化強度を評価することで、その改良効果が考

慮されることになる。図-2.2.6に示した設計フローでは、

最初に改良目標N値を設定し、それを満足するように改

良範囲、改良仕様が定められる。 

改良仕様の設定後、改良後のN値を用いて液状化強度

を算定し、堤防の地震時変形解析を行うことで、対策後

の堤防の耐震性能を照査する。この際、改良範囲の設定

にあたっては、2.2.2 での検討結果より図-2.2.5 に示す

ように有効改良幅を設定することによって、水圧伝播の

影響による損傷領域の影響を緩衝することとした。また、

地盤変形解析においては、密度増加に伴うN値の増加に

加えて、改良領域を弾塑性モデルで再現する場合には、

必要に応じてせん断抵抗角の増加の影響を考慮するもの

とした。照査の結果、堤防の耐震性能が満足されない場

合には、堤防の耐震性能が満足されるように、改良範囲

や改良仕様、目標N値を再設定することになる。 

表-2.2.1 実験条件の一覧 

相対密度
Dr  (%)

初期過剰間隙

水圧比R u 0

0

0.5
0.8
0

0.8
0
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80
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図-2.2.3 圧密時および水圧伝播時の体積変形特性 
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(c) Dr=90% 

図-2.2.4 各サイクルにおける軸ひずみ両振幅DAと過剰間隙水圧比Ru 

 

 

図-2.2.5 有効幅の設定例 

 
図-2.2.6 締固め工法の設計フローの一例 
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2.2.4 まとめと今後の課題 

対策後の改良領域の N 値を既往の施工実績を踏まえ

た推定方法を用いて設定することにより改良仕様を設定

し、改良後のN値による改良効果を考慮した地盤変形解

析を用いて、対策後の堤防の耐震性能を照査する設計手

法を示した。 

一方で、現時点では充填材の挿入・拡径に伴う側圧増

加の効果や、地盤と充填材が一体的に挙動することによ

る複合地盤的な効果等、液状化強度の増加に資する実際

の対策効果を考慮するまでには至っていない７）。さらな

る合理化を図るためには、これらの課題について、設計

法と施工品質の管理方法の両面から検討を行う必要があ

る。 

 

２．３  固結工法 

2.3.1 一般 

固結工法は、地盤に安定材を混合させて剛性の高いブ

ロック状の固化体を形成することで基礎地盤の側方変形

を抑制する工法である。対策後の堤防の沈下量を算定し

て、堤防の耐震性能を照査を行うのは締固め工法と同様

である。それに加えて、改良体による基礎地盤の側方変

形の抑制という所要の対策効果が発揮されるためには、

改良体の内部破壊に対する検討（内的安定）も必要であ

る。 

しかし、レベル２地震動に対する固結工法について、

基礎地盤条件や改良体の諸元が対策効果に及ぼす影響や、

改良体の損傷メカニズム等に関する知見は必ずしも十分

ではなかった。このため、本年度は基礎地盤条件、改良

体の諸元が対策効果に及ぼす影響に着目した動的遠心模

型実験８）～１１）を行い、その結果に基づいて固結工法のレ

ベル2地震動に対する設計フローを取りまとめた。 

 

2.3.2 動的遠心模型実験 

(1) 実験条件 

実験は 50G の遠心力場の下に行った。図-2.3.1 に実

験模型の概要を示す。図中の寸法は実物大に換算した値

であり、基本となる地盤条件（Case４から８）では、8

ｍの液状化対象層の上に高さ6mの堤防が築堤されてい

る状況に相当する。なお、特に断りがない限り、以下で

記載する物理量は実寸換算した値とする。支持層、液状

化層は東北硅砂 7 号で作製し、それぞれ相対密度Dr は
約90、60%で、室内土質試験から求めた液状化層の繰返

し三軸強度比RLは0.14程度であった。また、堤防は締

固め度Dc=90%の江戸崎砂で作製した。 

表-2.3.1 に実験条件と加振後の堤防の残留変形量に

ついてまとめる。基本となる地盤条件に対して、Case

１～3、9では堤防直下に非液状化層がある条件を想定し

て、地下水位を地表面より2m低下させた。また、Case10

では液状化層の中間に粘性土からなる中間非液状化層が

ある条件を想定して、中間非液状化層（カオリン粘土）

を層厚2m作製した（図-2.3.1参照）。また、Case11で

は支持層が粘土層である条件を想定した。Case8以外で

は改良体が支持層に対して1m根入れされている。なお、

粘土を用いたCase10、Case11では実験準備として、50G

における正規圧密相当まで予圧密をする必要があり、実

験準備に要する期間内に、模型地盤の飽和に用いるメチ

ルセルロース水溶液（粘性係数を水の 50 倍に調整）の

物性が変化する恐れがあったため、土層底面が不透水境

界であることと、粘土層の透水係数が加振時間（約 50

秒）に対して十分に小さいことを考慮して、粘土層以深

についてのみ水で飽和させた。 

本研究では、改良幅が対策効果に及ぼす影響について

系統的に検討することを意図して、堤防の左右のり尻に

幅の異なる改良体を配置した。後述する改良体の損傷が

生じた場合でも損傷が生じていない場合と比較して、堤

防の沈下量やのり尻の水平変位が顕著に増大したわけで

はない事が分かる。基礎地盤条件として、液状化層厚、

非液状化層厚、支持層の土質、中間非液状化層や表層非

液状化層の有無などに、対策工の諸元として改良幅、改

良強度に着目して、一連の実験を行った。 

Case3 以降の入力地震動波形としては、I 種地盤の地

盤面における標準的な直下型、プレート境界型の地震動

波形１２）をそれぞれ用いた Case1、2 の予備実験結果よ

り、堤防の沈下量がより大きかったプレート境界型の地

震動 (図-2.3.2)を用いた。 

改良体には 10 日養生の一軸圧縮強度が

1100kPa(Case6 以外)、600kPa(Case6)程度になるよう

に配合調整したセメント改良砂（配合比は東北硅砂７号

100g、水 10g、普通ポルトランドセメント 25.3g）を用

いており、改良体作製から加振までの養生日数は 10 日

間である。なお、改良体の一軸圧縮強度 1100kPa は文

献２）に基づいて、レベル1地震動を想定して設計計算

を行った場合に内的安定がほぼ満足される改良強度に相

当する。支持地盤作製後に土槽内に型枠を固定し、前述

した配合比の試料を型枠内で突き固めて改良体を作製し

た。２日程度恒温室で養生した後に、周辺の液状化層と

同等の相対密度になるように調整して格子内部にも液状

化層を作製し、最終的に側面の型枠を取り外した。Case4
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では側面の型枠と

改良体の付着が強

く、側面の型枠を

取り外した時点で

改良体にクラック

が発生した。これ

を避けるため、以

降の Case では型

枠側面にラップを

貼り付けて脱枠時

に改良体に損傷が

生じないようにし

た。その結果、以

降の実験では、型

枠脱枠時の損傷は

一切確認されなか

った。 

 

(2) 改良体の損

傷状況 

以下では、加振

時に改良体に損傷

が生じた Case6、

Case8の損傷状況

について報告する。

表-2.3.1 にまとめ

るように、Case6

では改良体の損傷

メカニズムを確認

するために改良強

度を他のケースよ

りも減じており、

Case8は改良体が

支持層に根入れさ

れていない条件で

実施した実験である。図-2.3.3、4にそれぞれCase6、8

の改良体の損傷状況を示す。ここで、改良体天端の損傷

状況は堤防を撤去した後に撮影したものであるのに対し

て、格子壁内部の損傷状況は土槽外に取り出した後に、

各格子を慎重に切断してから撮影したものであり、切断

過程において損傷が進展した可能性もあることを付記し

ておく。Case6、8 ともに改良体の天端でクラックが発

生していた。クラックはいずれの場合も図-2.3.1 に示す

格子壁Aと格子壁Bの境界部で生じており、Case8Rを

中間非液状化層；カオリン粘土（正規圧密相当）
支持層；東北硅砂7号（Dr=90%）
液状化層；東北硅砂7号（Dr=60%）
堤体；江戸崎砂（Ｄc＝90％）

格子状改良体平面図
（Case10、左側）

9

2.5

2.4

格子状改良体
格子状改良体

：水平変位計測位置

液状化層8m
（Dr=60%,硅砂7号）

支持層6m
（Dr=90%,硅砂7号）

根入れ深さ1ｍ

改良体

6ｍ

11ｍ 10ｍ

Case5

Case10

 
図-2.3.1 実験模型の概要（単位：m） 

表-2.3.1 実験条件および堤防の残留変形量のまとめ 

のり肩
沈下量

のり尻
水平変位

改良強度 根入れ深さ 液状化層厚
表層

非液状化層厚
支持層

中間非液
状化層厚

L 8m 0.53 m 0.52 m
R 9m 0.52 m 0.77 m
L 11m 0.52 m 0.48 m
R 10m 0.51 m 0.54 m
L 9m 0.62 m 0.59 m
R 8m 0.59 m 0.89 m

L 11m 0.53 m 0.44 m
R** 8m 0.50 m 0.54 m
L 11m 0.38 m 0.23 m
R 8m 0.38 m 0.23 m
L 9m 0.10 m 0.07 m
R 6m 0.17 m 0.16 m
L 11m 0.19 m 0.11 m
R 8m 0.20 m 0.31 m

* ：脱枠時に改良体が損傷
** ：内部の格子壁において、天端から改良体の中腹付近までクラックが発生

：改良体が顕著に損傷
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0.18 m
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図-2.3.2 入力地震動波形 
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除き、天端から下端まで貫通していた。この傾向は、文

献５）の遠心模型実験で確認された改良体の損傷状況と

類似している。これに対して、Case8R では改良深さが

8m なのに対して、天端から 3m 程度の位置までしかク

ラックは進展していなかった。 

格子内部の損傷状況に着目すると、格子壁Bにはいず

れのケースでも底面付近で斜め方向のクラックが発生し

ていた。Case8Lでは格子壁Bに生じたクラック①は自

堤防側
Case6L 改良幅9ｍ Case6R 改良幅8ｍ

堤防側

堤防側
Case8L 改良幅11ｍ

堤防側

①

②③

Case8R 改良幅8ｍ

 
図-2.3.3 改良体の損傷状況（Case6）   図-2.3.4 改良体の損傷状況（Case8） 
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図-2.3.5 改良幅および基礎地盤条件と改良体の残留水平変位との関係 
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図-2.3.6 固化体の変位累積挙動のイメージ    図-2.3.7 限界水平震度と改良体の水平変位の関係の模式図 
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由地盤側の格子壁Aまで達した後に、天端方向に向きを

変えており、格子壁A沿いに天端までクラック②が貫通

していた。また、格子壁Aにはクラック①が達した付近

より水平方向のクラック③が発生しており、このクラッ

ク③は格子壁Aを貫通していた。改良強度が低いCase6

では格子壁Bに水平方向のクラックが多数生じている様

に、Case8 よりも全体的に損傷が顕著で、Case8L では

さほど顕著ではない水平方向のクラックが格子壁Bに多

数発生していた。また、図-2.3.3 中に示している様に、

改良強度を減じた Case6 においては改良体自体にも顕

著な変形が生じたことが確認できる。なお、改良体の損

傷メカニズムについては、文献９）にて考察されている。 

 

(3) 改良幅と改良体の残留水平変位 

堤防のり尻部に施工される固結工法においては、堤防

直下の基礎地盤の液状化に伴う側方変形を抑制する効果

が期待される。このため、改良体の残留水平変位は対策

工の効果を評価するにあたっての有用な指標の一つであ

る。 

図-2.3.5 に改良体の水平変位と改良幅および基礎地盤

条件との関係をまとめる。Case4とCase9を除くと、改

良幅が広くなるに従って改良体の水平変位は減少した。

Case4で改良幅と水平変位の関係が逆転したのは、実験

準備過程で改良体に損傷が生じたこと事などが原因だと

考えられる。一方で、Case9では幅の異なる左右の改良

体で水平変位がほぼ同等の結果となったが、これは

Case9では改良幅Bに対する液状化層厚HLの比B/HL

が他ケース（0.75～1.38）と比較して1.33～1.83と大き

かったために、対策効果が頭打ちになったものと推測さ

れる。 

今回の実験条件では、根入れの深さが1mと比較的小

さかったこともあり、根入れの有無（Case8LとCase5L）

が改良体の水平変位に及ぼす影響は顕著ではなかった。

なお、Case6R の水平変位がCase8R と比較して大きか
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図-2.3.9 限界水平震度と正規化水平変位の関係 
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図-2.3.8 改良体の応答加速度の時刻歴 
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ったのは、改良体に顕著な損傷が生じたためだと推測さ

れる。 

一方で、図-2.3.1 に示すように、中間非液状化層を有

するCase10 では改良幅は他の実験と比較して狭いが、

固化体の水平変位は小さかった。また、支持層を粘性土

とした Case11 でも他の実験と比較すると改良体の水平

変位は小さかった。このように、改良体の水平変位の大

小は改良体の諸元のみならず基礎地盤の土層構成の影響

を強く受けることが分かった。 

 

(4) 限界水平震度 

前述の様に、設計地震動としてレベル1地震動相当を

想定していた従来の固結工法の設計では、堤防の地震時

円弧すべり（全体安定）と、改良体の滑動・転倒・支持

力に対する安定（外的安定）および改良体の内部破壊に

対する安定（内的安定）に関する検討が行われていた。

一方で、レベル２地震動のような極めて大きな地震動に

対しては、堤防の耐震性能が満足される範囲で改良体に

残留変位が生じる（外的な安定が損なわれる）ことが許

容される。このため、従来の設計法における全体安定と

改良体の外的安定を必ずしも満たす必要はなく、対策工

を含めた地盤変形解析で堤防の沈下量を算定し、沈下後

の堤防高と河川水位とを比較するという変形量照査へと

置き換わることになる。 

このとき、前述のように改良体の残留水平変位の評価

が重要となる。堤防のり尻部の改良体には、図-2.3.6 に

模式的に示すように、地震時に偏荷重の繰返し作用によ

り徐々に水平変位が累積する。このような挙動を踏まえ

た設計方針としては、動的解析で変位の累積を評価する

方針と、繰返し荷重による変位が十分小さくなるまでに

改良体に外的な安定性を確保する方針との二通りが考え

られる。動的解析の精度をいかに確保するかという問題

や延長の長い線状構造物である特性等を踏まえると、後

者の方が実務的かつ確実性が高いと考えられる。 

改良体の外的安定性を統一的に評価する指標として、

限界水平震度 khcrを用いることが考えられる。ここで、

限界水平震度とは、改良体に作用する外力と、改良体を

支持する地盤の抵抗力の最大値とがちょうど釣合うよう

な水平震度であり、従来の外的安定に関する検討におい

て、滑動・転倒・支持力のいずれかで外的な安定が損な

われた（安全率が1となった）時の水平震度に相当する。 

ここで、水平震度と改良体の残留変位の関係について

考察すると、図-2.3.7 に模式的に示すように、大地震時

には水平震度が khcr以上には増大しないために頭打ちと

なるとともに、改良体の外的安定が損なわれたことによ

り残留変位が増加するものと考えられる。したがって、

改良体に一定値以上の khcrを与えることで、繰返し荷重

による改良体の残留変位を小さく抑えるという設計方針

が成立する可能性が考えられる。これに加えて、図-2.3.7

に示したように khcrという指標を用いることで地震力の

頭打ちも考慮できるため、内的安定に関する検討も合理

化できる可能性がある。これらのことを踏まえ、以下で

は限界水平震度の評価方法についての検討内容について

述べる。 

 

(5) 模型実験における改良体の応答と限界水平震度 

図-2.3.8 に文献１）で説明した基準の基礎地盤条件で

実施したCase4から8について、改良体天端の応答加速

度の時刻歴を示す。図から明らかなように、左側の改良

体では正側で、右側の改良体では負側で加速度が頭打ち

になっている。本研究では土槽右方向への加速を正と定

義しており、加速度と慣性力の向きは逆方向のため、こ

れらの挙動は改良体を水平地盤側へと押し出す向きに作

用する慣性力が加振中に頭打ちとなった事を意味してい

る。図-2.3.7 に示したように、慣性力が頭打ちになった

のは作用力が最大抵抗力と釣合った限界状態にあるため

だと考えられる。このことより、左右の改良体それぞれ

で、水平地盤側へ向けて作用する慣性力が最大となる瞬

間の加速度を、重力加速度で正規化した値を限界水平震

度とみなし、改良体の残留水平変位との関係を図-2.3.9

に整理した。ただし、残留変位については無対策のCase7

において左右ののり尻部の水平変位が異なっていたため、

各ケースにおける左右の改良体の残留変位を Case７に

おけるのり尻水平変位で正規化して示した。 

Case5L については、図-2.3.8 に示した応答加速度の

時刻歴を見ると明らかなように、計測値が負側にシフト

しており正確に改良体の応答加速度を計測できていなか

ったため、限界水平震度が過少評価されている。これを

除くと、限界水平震度が増大するにつれて正規化水平変

位は概ね減少する傾向にある。これは限界水平震度が外

的な安定性の程度を評価する指標として概ね妥当である

ことを示唆している。これに対して、改良体に損傷が生

じたケースにおいては、同程度の限界水平震度を有する

改良体と比較した場合には水平変位が大きくなっていた。 

これらのことから、内的安定を満たしつつ、ある一定

以上の限界水平震度を確保する事によって外的安定性を

高め、改良体の累積水平変位を抑制するという設計方針

が成り立ちうると考えられる。 
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(6) 限界水平震度の計算値と実測値 

次に、限界水平震度の計算方法について述べる。従来

の設計法における滑動・転倒・支持についての外的安定

に関する検討において、いずれかの安全率が１になった

段階の水平震度が、限界水平震度に相当する事は既に述

べた。従来設計２）での外的安定に関する検討に準じた方

法で、限界水平震度を算定する手法の概要を図-2.3.10に

示す。改良体に作用する荷重・抵抗を震度法に基づいて

算定し、滑動・転倒・支持について、外的安定に関する

検討を行う。その結果、安全率が1となり、かつ最も小

さい水平震度が限界水平震度である。 

表-2.3.2 に各荷重の算定法をまとめるように、改良体

側面に作用する荷重・抵抗として主働側、受動側共に液

状化層では土水圧の漸増成分および振動成分の合力を考

慮した。根入れ部は、主働側で液状化層と同様に土水圧

の合力を、受働側で受働土圧を考慮した。これらに加え

て、改良体及び堤防上載部の慣性力及び自重を考慮し、

図-2.3.10に模式的に示した力の釣り合いのもとで、改良

体底面における水平力、鉛直力、モーメントを算定し、

改良体の滑動、つま先周りの転倒、支持力に関する安定

の検討を行った。なお、荷重・抵抗の算定に用いた各層

の物性値は、室内要素試験結果より評価した。 

また、図-2.3.11に基本となる地盤条件とは異なる場合

の荷重の算定式についても簡単にまとめた。ただし、こ

れらの荷重モデルについては、とくに基礎地盤条件が複

雑な場合において、さらなる検討の余地が残されている

事を付記しておく。 

図-2.3.10に示した荷重・抵抗モデルによる限界震度の

計算値と、図-2.3.8 に示した改良体の応答加速度から評

価した限界水平震度の実測値との比較を図-2.3.12 に示

す。基準とした基礎地盤条件である Case4 から Case6

についてみると、前記した応答加速度のマイナス側への

シフトによって、限界水平震度が過少評価された

Case5L を除くと、計算値と実測値とは比較的良好に一

致しており、基準の基礎地盤条件の様に堤防直下の土層

構成がさほど複雑でない場合には、図-2.3.10の方法で限

界水平震度を概ね評価可能な事がわかる。しかし、

Case8R や Case9、Case10 については、計算値と実測

値との間の乖離が大きく、これらの地盤条件については、

限界水平震度を適切に算定する為の荷重・抵抗モデルに

関しては、更なる検討が必要である。 

固結工法の動的遠心模型実験に関する以上の検討を踏

まえて、2.3.3 にまとめるように、レベル 2 地震動に関

する固結工法の設計フローを取りまとめた。 

 

土水圧の漸増成分
及び

振動成分

液状化層

支持層

堤体

改良体の自重

改良体の慣性力

受働側 主働側

土水圧の漸増成分
及び

振動成分

堤防上載部の自重
及び慣性力

底面に作用する水平力

底面に作用する鉛直力

底面に作用するモーメント

受働土圧

 
図-2.3.10 改良体に作用する力の模式図 

表-2.3.2 改良体に作用する各荷重の算定法のまとめ 

受働土圧及び静水圧土水圧の漸増成分

pp=Kp×σv´+γw×zw

ここに、

Kp:受働土圧係数

液状化層と同様の方法で算定

土水圧の漸増成分

土水圧の振動成分土水圧の振動成分

土水圧の漸増成分土水圧の漸増成分

pps=v´＋γw×zw

ここに、

pps：受働側土水圧の漸増成分

pas=0.67n×γ×ＨＥ+v´＋γw×zw

ここに、

pas：主働側土水圧の漸増成分

n：平均のり面勾配

HE：改良体外側の水平地盤面から堤防天端までの高さ

v´：有効上載圧
zw：地下水面からの深さ
γ：堤防の単位体積重量

γw:水の単位体積重量

ここに、

ppd：受働側土水圧の振動成分

ここに、

pad：主働側土水圧の振動成分

khi：水平震度

γt：表層非液状化層の土の単位体積重量

γsat：液状化層または非液状化層の土の飽和単位体積
重量

γL：液状化層または非液状化層の土の単位体積重量

γNL：表層非液状化層の土の単位体積重量

HNL：表層非液状化層の層厚

HNL´：換算した表層非液状化層の層厚

HL ：液状化層の層厚 で、複数の液状化層が存在する場
合には、最浅部の液状化層上面から最深部の液状
化層下面までの層厚とする。

z：地表面からの深さ

z´：換算した地表面からの深さ

ただし、

HNL´=HNL×（γt/γsat）

z´=z-(HNL-HNL´)

液状化層と同様の方法で算定

支持層

液状化層

受働側主働側対象土層

受働土圧及び静水圧土水圧の漸増成分

pp=Kp×σv´+γw×zw

ここに、

Kp:受働土圧係数

液状化層と同様の方法で算定

土水圧の漸増成分

土水圧の振動成分土水圧の振動成分

土水圧の漸増成分土水圧の漸増成分

pps=v´＋γw×zw

ここに、

pps：受働側土水圧の漸増成分

pas=0.67n×γ×ＨＥ+v´＋γw×zw

ここに、

pas：主働側土水圧の漸増成分

n：平均のり面勾配

HE：改良体外側の水平地盤面から堤防天端までの高さ

v´：有効上載圧
zw：地下水面からの深さ
γ：堤防の単位体積重量

γw:水の単位体積重量

ここに、

ppd：受働側土水圧の振動成分

ここに、

pad：主働側土水圧の振動成分

khi：水平震度

γt：表層非液状化層の土の単位体積重量

γsat：液状化層または非液状化層の土の飽和単位体積
重量

γL：液状化層または非液状化層の土の単位体積重量

γNL：表層非液状化層の土の単位体積重量

HNL：表層非液状化層の層厚

HNL´：換算した表層非液状化層の層厚

HL ：液状化層の層厚 で、複数の液状化層が存在する場
合には、最浅部の液状化層上面から最深部の液状
化層下面までの層厚とする。

z：地表面からの深さ

z´：換算した地表面からの深さ

ただし、

HNL´=HNL×（γt/γsat）

z´=z-(HNL-HNL´)

液状化層と同様の方法で算定

支持層
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2.3.2 設計フロー 

前述の通り、静的照査法では改良体に生じる累積水平

変位の影響を適切に評価することはできない。そこで、

本報で取りまとめた設計フローにおいては内的安定を満

足しつつ、限界水平震度に下限値を設けることで一定の

外的安定を確保することによって、改良体の累積水平変

位が十分に小さくなるように抑制する設計方針をとるこ

ととした。 

そのための設計手順として本報では図-2-3.13 に示す

ような設計フローを取りまとめた。まず、設定した改良

幅、支持地盤への根入れ深さの改良体について、図

-2.3.10に示す方法で限界水平震度を算定する。次に、算

定した限界水平震度が下限値以上であることとともに、

限界水平震度における改良体の内的安定についての検討

を行う。そして、設定した諸元の改良体が両者の検討を

満足した場合、改良体および堤防の地震時変形解析を行

い、堤防の耐震性能の照査を行う。このような設計手順

とすることで、静的照査法における累積水平変位の過少

評価という問題点を克服しつつ、内的安定において考慮

する荷重も合理化して固結工法の設計を行うことができ

る。 

 

2.3.4 まとめと今後の課題 

 固結工法の設計においては、静的照査法の適用を前提

として、繰返し残留変位が顕著にならないように、改良

体の外的安定性を高めた上で、地盤変形解析を行う設計

手法を示した。外的安定を表す指標として限界水平震度

を新たに導入し、その下限値を設けることで、改良体に

一定の外的安定を与えることができる。また、限界水平

震度の概念を導入することによって、改良体の内的安定

で考慮する荷重も合理化できる。 

今後は、限界水平震度の下限値を具体的にどう設定す

るかについて検討を行う予定である。 

 

２．４  ドレーン工法 

2.4.1 一般 

ドレーン工法は、ドレーン材を地中に挿入することで

過剰間隙水圧の消散を促進する工法であり、ドレーンの

材料には、砕石等の自然材料を用いる工法とプラスチッ

ク等の人工材料を用いる工法がある。間隙水圧消散効果

の評価にあたっては、原地盤の繰返しせん断後の体積圧

縮係数mv（動的mv）および透水係数kの評価が重要と

なる。 

しかし、レベル２地震動のように極めて大きな地震動

に対してのmv、kの設定法や、ドレーン工法の設計方針

については、必ずしも十分に整理されていなかった。こ

土水圧の漸増成分及び
振動成分を考慮

受働土圧を考慮中間液状化層

土水圧の漸増成分及び
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静止土圧を考慮表層非液状化層

主働側受働側対象土層

土水圧の 漸増成分

及び

振動 成分
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図-2.3.11 基礎地盤条件が複雑な場合の荷重の算定法 
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図-2.3.13 固結工法の設計フローの一例 
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のような背景のもとで、本年度はレベル２地震動に対す

るドレーン工法の設計法について検討を行い、2.4.2で述

べるような設計フローを示した。 

 

2.4.2 設計フロー 

本年度取りまとめたドレーン工法の設計フローを図

-2.4.1 に示す。ドレーン工法による対策範囲内に液状化

が生じると、対策範囲内の土の変形・強度特性は時刻に

よって大きくことなることとなり、このような現象を静

的照査法の範疇で評価する事は困難である。このため、

静的照査法に基づくドレーン工法の設計では、レベル 2

地震動の作用に対しても液状化の発生を許容しないのが

よいと考えられる。液状化が発生しない範囲としては、

従来の設計法に基づき過剰間隙水圧比Ru≦0.5としてお

くことで、対策範囲内の土の変形も小さなものにとどま

るものと考えられる。これに加え、非排水繰返しせん断

後の砂の体積圧縮係数 mvは、過剰間隙水圧比Ruが 0.3

ないしは 0.5 以下であれば、通常の圧密試験で得られる

体積圧縮係数（静的 mv）とほぼ同程度の値を示し、体

積圧縮量が小さなものにとどまることが報告されており
１３）、それ以上の過剰間隙水圧比に至った場合には動的

mvを得るために特殊な土質試験が必要となる。 

以上を踏まえ、従来どおり、対策領域内における過剰

間隙水圧の上昇を限定的なものにおさめるようにドレー

ンの材料、径、打設間隔を決定するものとし、その上で、

静的な地盤変形解析によって堤防の耐震性能を満足する

対策領域の範囲を決定するような設計フローとした。 

 

2.4.3 まとめと今後の課題 

静的照査法の適用を前提として、改良領域の過剰間隙

水圧比Ruが0.5以下となるように改良仕様を設定し、改

良領域が液状化しないものとして行った地盤変形解析に

より、対策後の堤防の耐震性能を照査する設計方法を示

した。 

さらなる合理化のためには、Ruが0.5以上となること

を許容する方針が考えられる。そのためには、地震時に

生じる過剰間隙水圧の消散過程を時々刻々と追跡できる

有効応力解析の適用も考えられるが、過剰間隙水圧比Ru

が 0.6 以上となると、そもそも体積圧縮係数や透水係数

の評価も困難である。したがって、繰返しせん断後の砂

質土の体積圧縮特性、浸透特性に関するデータを数多く

収集する必要がある。 

さらに、体積圧縮係数mv および透水係数k が適切に

評価されたとしても、過剰間隙水圧比が 0.6 以上となっ

た場合には、ドレーン工法の改良仕様を決定するための

設計計算が成立するかどうかも不明であり、これについ

ても加振実験等に基づく検証が必要である。 

 

２．５  鋼材を用いた工法 

2.5.1 一般 

鋼材を用いた工法は、堤防のり尻付近に鋼矢板、鋼管

矢板等を打設し、鋼材の曲げ剛性によって基礎地盤の側

方変形を抑制する工法であり、普通鋼材に過剰間隙水圧

の消散機能を与えた排水機能付き鋼材もある。排水機能

の有無にかかわらず、液状化層の下層以深に十分な鋼材

の根入れ長を与えるべきである点は従来と同様である。

地震により鋼材に塑性変形が生じた場合、対策工に期待

する基礎地盤の側方変位の確実な抑制が困難となるうえ

に、鋼材に塑性変形が生じた後の挙動を設計計算で追跡

する事が困難となる。このため、鋼材についてはレベル

2 地震時においても塑性化を生じさせないように設計す

るものとし、その上で地盤変形解析により堤防の沈下量

を算定して、堤防の耐震性の照査を行うことになる。以

上のことを踏まえて、本年度はレベル2地震動に対する

鋼材を用いた工法の設計法について検討を行い、2.5.2

に示す設計フローを提案した。 

 

2.5.2 設計フロー 

 本年度取りまとめた鋼材を用いた工法の設計フロー

を図-2.5.1に示す。前述したように、地震により鋼材に

塑性変形が生じた場合、基礎地盤の側方変形の確実な抑

 

図-2.5.1 鋼材を用いた工法の設計フローの一例 
図-2.4.1 ドレーン工法の設計フローの一例 
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制が困難となるため、鋼材については、レベル2地震動

においても塑性化を生じさせないように内的安定を確保

することとした。内的安定における計算モデルは、弾性

領域内での挙動を考慮した弾性体モデルとし、液状化層

では土水圧を、根入れ部には地盤反力を考慮するものと

した。内的安定の照査では、鋼矢板については発生応力

に対して許容応力度以下となるように、鋼管矢板及び鋼

管杭については作用曲げモーメントに対して全塑性モー

メント以下になることを照査するものとした。本報で提

案した設計フローにおいては、鋼材の内的安定が確保さ

れることを確認したのちに、地盤変形解析により対策後

の堤防の耐震性能を照査することとした。 

また、排水機能付き鋼材を用いた工法については、地

盤の液状化の程度が大きくなると排水能力が限界に達し、

それ以上の間隙水圧の低下に寄与することができなくな

る。また、排水機能については現時点ではレベル2地震

動時のように、大地震荷重下における挙動が明らかにな

っていない。以上のことから、本マニュアル（案）では

排水機能付き鋼材を用いた工法については、現時点では

排水機能を見込まずに通常の矢板と同様に取り扱う事と

した。 

 

2.5.3 まとめと今後の課題 

本報では、地震時に作用する荷重に対して鋼材の内的

安定を確保できるように鋼材の諸元を設定し、その諸元

を考慮した地盤変形解析により、対策後の堤防の耐震性

能を照査する設計手法を示した。 

鋼材の内的安定については、鋼材に作用する荷重とし

て、液状化時における最大作用荷重を考慮しており、こ

の作用荷重に対して、鋼材の応力が許容応力度以下とな

るように設定することを条件としている。一方で、実際

の地震時には、鋼材には地震時の繰返し荷重により土水

圧が漸増しながら作用し、鋼材根入れ部の地盤には一部

塑性化が生じるものと考えられる。その場合、作用荷重

は反力の最大値以上にならず頭打ちとなる事が予想され

るため、固結工法と同様に限界水平震度の概念によって、

内的安定で考慮する荷重を合理化できるものと考えられ

る。しかしながら、現時点では、鋼材の限界水平震度や

外的安定と繰返し残留変位に関する知見がない。今後、

模型実験等により作用力を把握し、より合理的な設計手

法の確立を行う必要がある。 

 

４．まとめ  

本年度は、レベル２地震動に対する河川堤防の液状化

対策マニュアルを作成するための検討を行った。前年度

までの研究成果により、締固め工法、鋼材を用いた工法

については静的照査法によって対策効果をおおむね再現

できることが分かっていたが、固結工法については、改

良体の累積残留変位の影響を静的照査法で考慮すること

が困難であったことに加えて、内的安定に関する検討で

考慮する水平震度に対する知見も不十分であった。 

以上のことを踏まえ、本年度は固結工法に関する動的

遠心模型実験を実施し、上記の課題を解決するために改

良体の損傷メカニズムや基礎地盤条件が対策効果に及ぼ

す影響について検討を行うとともに、その他の工法につ

いても河川堤防の液状化対策としての設計フローを示し

た。各工法の設計法の概要は下記のとおりである。 

 

1) 締固め工法については、対策後の改良領域のN値を

既往の施工実績を踏まえた推定方法を用いて設定す

ることにより改良仕様を設定し、増加N値による改

良効果を考慮した地盤変形解析により、対策後の堤

防の変形量照査を行う。 

2) 固結工法については、偏荷重の繰返し作用による改

良体の繰返し残留変位を抑制するため、一定の外的

安定を与える。動的遠心模型実験結果に基づき、外

的安定を評価するための新たな指標として限界水平

震度を導入し、その下限値を設けることで、繰返し

残留変位が抑制される。また、改良体に顕著な内部

破壊が生じると改良体の残留水平変位が大きくなる

ことから、内的安定も満たす必要がある。これらを

前提条件として、地盤変形解析を行う。また、限界

水平震度の概念を導入することによって、改良体の

内的安定で考慮する荷重を合理化することができる。 

3) ドレーン工法については、改良領域の過剰間隙水圧

比 Ru が 0.5 以下となるように改良仕様を設定し、

改良領域に液状化が生じないことを前提条件として

地盤変形解析を行う。 

4) 鋼材を用いた工法については、地震時に作用する荷

重に対して外的安定を高めるべく十分な根入れを与

えるとともに、鋼材の内的安定を確保できるように

鋼材の諸元を設定する。これを前提として、地盤変

形解析を行う。 

 

次年度は、これらの成果を早期に土木研究所資料とし

てとりまとめる予定である。 

堤防のり尻に設けた液状化対策工は、基礎地盤の浸透

特性を変化させる可能性がある。これにより、豪雨・洪
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水に対する堤防の安全性を低下させてはならないことか

ら、液状化対策工の浸透特性についても検討を行う必要

があり、次年度、実験的に検討を行う予定である。その

他、堤防の液状化対策にあたって得られた知見を活かし、

自立式構造の特殊堤および樋門の耐震補強法についても

とりまとめを行う予定である。 
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Abstract ：Aim of this study is to develop seismic retrofits for river facilities considering structure ductility under 

seismic motions. In the fourth fiscal year of this project, it is attempted to establish design guideline of liquefaction 

countermeasures for river levee against level 2 earthquakes, where the compaction, cement improvement, drains 

and sheet piling are highlighted as the countermeasures. A series of the dynamic centrifuge model tests on the 

lattice shaped ground improvement has been carried out so as to investigate into the effects of ground conditions 

and internal stabilities on the seismic behaviors of river levees improved by the lattice-shaped ground improvement. 

Based on the achievements from the model tests, general design process of each countermeasure against the level 2 

earthquake has been established. In the next fiscal year of this project, achievements of the research projects will be 

summarized, while it will be also attempted 1) to publish the design guideline of liquefaction countermeasures for 

river levee, 2) to develop aseismic countermeasures for sluices and 3) to investigate into the effects of the 

liquefaction countermeasures on the seepage stabilities of the river levee.   
 

Key words : river levee, level 2 earthquake, liquefaction, static analyses, dynamic centrifuge model test 

       

 


